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到来波測定結果報告と
建物による遮蔽と今後について

2011年12月19日（月）

ITBS研究会・安心安全電磁環境研究会
川瀬 隆治（東急建設）

於：産業技術総合研究所 臨海副都心センター

報告内容

１．ITBS（ITビルシステム)研究会の紹介

２．都心部での到来波測定結果報告

３．安心安全電磁環境研究会からの提案

４．建物による遮蔽と今後

アンケート調査への回答のお願い
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１．ITBS（ITビルシステム)研究会
の紹介

ITBS(ITビルシステム)研究会の紹介
◇趣旨・活動

IT（情報技術）社会ではコンピュータなどの電
子機器や電気機器が安定かつ安全に使用
できることが最も重要です。そのためには電
気的、電磁的に安定した環境が必要です。
ITビルシステム（ITBS)研究会は、IT社会に適
した電磁環境システムを提供いたします。

独立行政法人 日本原子
力研究開発機構

極東鋼弦コンクリート振興
株式会社

株式会社 関電工

東急建設株式会社

東邦テナックス株式会社

東レ建設株式会社

東レ・デュポン株式会社

西松建設株式会社

株式会社 間組

ファイベックス株式会社

前田建設工業株式会社

三井住友建設株式会社

（2011年6月現在12機関）

◇参加団体

運営委員会

技術WG 電磁波吸収透過SWG

材料SWG

FRP補強筋技術指針SWG

測定チーム

◇組織
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2002年
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鉄筋供試体

アラミド筋
供試体

自由空間
（仮想供試体）

供試体配置図

各測定点で、Ｘ、Ｙ、Ｚ方向の
磁束密度の直交３成分を計測

Ｘ Ｙ

Ｚ
（鉛直上向き）

北

高機能繊維補強筋構造物の電磁気特性評価（1999年 国際標準創成型研究開発）

02090010.jpg

国際標準創成型研究開発（1999） 対策方法の検討

２．都心部での到来波測定実験

～建物内での電磁波距離減衰分布～
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○ 測定目的
都心部の環境電磁界を把握する一環として、電磁波のソース源として応用可能な到来波

の有無を調べる。

○ 経緯と課題
経緯：既報「その１」～「その３」（2006年度大会）

東京タワーの北東約4kmのオフィスビルで、比較的安定した到来波が測定された。
課題：他地点での到来波時間変動など、測定値のばらつきなどの検証が必要。

○ 開発目標
遮蔽材などの電磁波制御材料の適用性能を材料毎に簡易的に比較検討する。
電磁波制御材料の適用性能を実物大の部屋に近い大きさで評価する。

○ 実施項目
到来波の時間変動測定（時間変動の検証）
時間変動の小さい到来波（環境電磁界）を、３F、７F、１１F、屋上で検証する。

→1分間MAXHOLD値の24時間測定で、時間変動の小さい到来波周波数を検証

本報告は、ITBS研究会 電磁波透過吸収SWGが、平成19年に実施した
「建物本来の電磁界遮蔽性能評価方法開発のための到来波時間変動・室内測定位置 検証実験３」
に関する研究成果の一部である。

測定概要
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到来波

H19年度建築学会大会
報告測定点

４ｋｍ

東京タワー

測定条件
・水平偏波
・1分間毎のMAXHOLD値
・24時間 連続自動測定

H20年度建築学会大会
報告測定点

測定器本体（ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗｲｻﾞ）
高さ242 mm×幅432 mm×奥行き508 mm

重量 約32kg

11F 時間変動測定

測定場所
H18年度建築学会大会

報告測定点

・ RBW 100kHz
・ VBW 100kHz
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4.5m

1.7m0.5m

0.4m

0.4m

10.7m

6.0m

水平偏波

11F

7F

3F

屋上

北西側
東京タワー方向 24時間 時間変動測定

3F(G.L.+14.35m)

7F(G.L.+33.55m)

11F(G.L.+51.15m)

屋上(G.L.+64.90m)

測定建物 立面図

SRC11階建
オフィスビル

屋上
11階
7階
3階

北西側
オフィス

・廊下内
・床上1.35ｍ

測定機材
Schwarzbeck BBA9106,30‐280MHz,
Anritsu MP666A, 0.2‐2GHz
Anritsu MS2623A

測定場所
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屋上 11F 7F 3F

11F 9:00-17:00の標準偏差：0.315dB

81.5MHz　水平偏波　1分間Maxhold値　時間変動

7F 9:00-17:00の標準偏差：0.368dB

屋上 9:00-17:00の標準偏差：0.404dB

3F 9:00-17:00の標準偏差：0.524dB

測定結果
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 終日(0-24時) 日中(9-17時) 夕方～夜(17-24時) 深夜～朝(0-9時)
80MHz 80MHz　FM東京/東京 100.5 96.3 4.2 0.31 0.40 0.13 0.20
81.5MHz 81.3MHz　FMジャパン/東京 98.4 96.2 2.2 0.49 0.40 0.12 0.37
84MHz 84.0MHz 中央エフエム(ＲＡＤＩＯ　ＣＩＴＹ）/東京都中央区 62.2 60.8 1.5 0.20 0.23 0.14 0.14
108MHz 107.75MHｚ　VHF帯テレビ3ch音声/全国 98.7 94.8 3.9 0.52 0.44 0.35 0.62
156MHz 156-157.45MHz 海上移動（国際VHF・船上通信） 65.5 61.1 4.4 0.69 0.68 0.60 0.72
205MHz 205.25MHｚ　VHF帯テレビ10ch映像/全国 107.9 105.3 2.6 0.61 0.58 0.52 0.57
215MHz 217.25MHｚ　VHF帯12ch映像/全国 110.8 108.4 2.5 0.57 0.50 0.45 0.55
245MHz 226-251MHz　航空保安用/UHF帯航空無線/全国 63.7 62.0 1.7 0.25 0.23 0.11 0.21
250MHz 　　　　　　　〃 63.8 59.9 3.9 0.70 0.65 0.41 0.47
515MHz 470-770MHz  UHF地上デジタル放送 99.9 95.1 4.9 0.75 0.75 0.66 0.66
520MHz 　　　　　　　〃 101.3 96.9 4.4 0.71 0.70 0.63 0.63
525MHz 　　　　　　　〃 101.6 96.5 5.1 0.68 0.63 0.61 0.59
530MHz 　　　　　　　〃 101.2 96.2 5.0 0.72 0.65 0.59 0.64
535MHz 　　　　　　　〃 101.5 97.2 4.2 0.66 0.63 0.53 0.59
540MHz 　　　　　　　〃 101.7 97.5 4.2 0.65 0.59 0.65 0.59
545MHz 　　　　　　　〃 100.7 96.2 4.4 0.67 0.64 0.58 0.64
550MHz 　　　　　　　〃 100.1 95.6 4.6 0.66 0.62 0.62 0.62
555MHz 　　　　　　　〃 99.8 95.6 4.2 0.67 0.65 0.59 0.62
565MHz 　　　　　　　〃 93.8 47.6 46.1 17.49 0.70 0.65 20.21
810MHz 810MHz 携帯電話/NTTﾄﾞｺﾓ/TDMA方式/基地局 83.7 81.8 1.8 0.29 0.25 0.22 0.25
840MHz 838-846MHz 携帯電話/KDDI/CDMA方式/基地局 86.4 80.8 5.6 0.81 0.90 0.63 0.73
1855MHz 1855-1860MHz イー・モバイル 下り 全国バンド 75.0 69.9 5.1 0.78 0.80 0.78 0.69
2115MHz 2115.75MHｚ　携帯電話/KDDI/MC-CDMA方式/基地局 81.2 75.9 5.4 0.84 0.78 0.78 0.85

太字：日中（9-17時）の標準偏差が１．０dB以下

変動幅
（ｄB)

標準偏差（ｄB)到来波
周波数

到来波周波数
最大値
（ｄBμ

最小値
（ｄBμ

■都心部での安定到来波

9時～17時の標準偏差が、３F、７F、１１F、屋上で共に１ｄB以下の到来波

測定結果

測定概要

58.5m 0.5m間隔

（点数118点）

13m

東京タワー方向（北西）

ミーティング
ルーム

ELVホール

会議室

応接室

連携室

会議室

倉庫

多目的室

測定ライン

○アンテナ

ログペリオディックアンテナ

バイコニカルアンテナ

○測定条件

・安定した到来波を抽出

・1分間MAXHOLD

・水平偏波

ガラスカーテン
ウォール

・使用アンテナ

・アンテナ方向 北西

・アンテナ高さ 1.35m

4
11階平面図
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建物内（同フロア内）の位置の違いによる到来波の傾向を調べる

建物内の同フロア内で直線上に電界強度分布を測定

目的

到来波の測定状況

バイコニカルアンテナ測定状況 ログペリオディックアンテナ測定状況

2

ITBS研究会 到来波測定方法（2006～2009） 測定方法の検討
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測定結果

UHF地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送波測定結果（東京タワー発信波）

ミーティング
ルームエリア

6

安定到来波の分布で、測定場所の
電磁環境の定性的傾向が見られた。

約40mの距離
による減衰
15～20dB
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まとめ

都心部での環境電磁界を把握する一環として、
電磁波の発信源として応用可能な到来波の有無を調べるために、
３F、７F、１１F、屋上で到来波の24時間測定を行った。

放送波等の一部で比較的安定した到来波が測定された。
日中に比較的安定した到来波（日中の標準偏差が１ｄB以下）は、
簡易的な電磁環境測定に活用できる可能性が示唆された。

東京タワーから発信されている到来波は、

建物内部で15～20dB程度距離減衰（約40m）

があることなどがわかった。

時間変動の小さい安定した到来波を発信源として活用し、
建物内での距離減衰分布を調べた。

３．安心安全電磁環境研究会
からの提案

～電磁環境基準化の提案～
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「安心安全電磁環境研究会」
• 神徳徹雄（産総研知能システム研究部門）

• 島田洋蔵（産総研計測標準研究部門）

• 大川慶直（元日本原子力研究開発機構）

• 岡 潔 （日本原子力研究開発機構）

• 株式会社 関電工

• 東急建設株式会社

• 東レ建設株式会社

• 東レ・デュポン株式会社

• 株式会社 間組

• ファイベックス株式会社

• 三井住友建設株式会社
•個人会員4名
•法人会員7団体
で2010年発足

現状認識 将来予想

20世紀初頭 20世紀中頃 20世紀終盤 21世紀初頭
（現在）

21世紀中頃
（将来）

普及技術 ﾗｼﾞｵ放送、船舶無線
などの電波通信
工業用ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

大規模集積回路（LSI）
応用機器

携帯電話、無線LAN、
RFID、太陽光発電、
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｶｰ、など

電気自動車、

ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ、
RFID、BIM、
ﾛﾎﾞｯﾄ、など

RFI

EMI

EMC
(EMI+EMS)

RFI

EMI

EMC
(EMI+EMS)

RFI

EMI

RFI

機器の誤動作 ｼｽﾃﾑの誤動作
普及の阻害

電波干渉
受信障害

？
電磁環境基準

情報セキュリティ確保

ｲﾝﾌﾗ側で電磁環境
を制御し、安心安全
な電磁環境を実現し
ておく。

現状の電磁環境規
制だけでは、

電磁環境障害が依
然無くならない現状
がある。

現状のままでは、将
来、電磁環境障害事
例はさらに増大する
と予想される。

解決策
最適電磁環境を実
現するための関連
産業を育成する。

電磁環境分野の歴史的背景 （電磁環境基準の必要性）

機器による対策 環境による対策
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コンソーシアムの目的

近年、進歩の目覚しい情報機器やロボット技術
を活用して、安心・安全な質の高い生活空間を
実現するための電磁環境を検討し、その基準
化を図って関連産業の発展を促すことを目的と
する。

情報機器の

発展

技術基盤の整備 安全・信頼性の保証

質の高い生活空間 安全性
信頼性

技術的可能性を
示すデモシステム

電磁環境の検討
と基準化による
周辺関連産業の発展

市場創出

ロボット技術
の発展

現状 将来

～新しい電磁環境基準の必要性～
なぜ、電磁環境基準が必要なのか？

■現状では電磁環境基準がないため、
電磁環境問題が発生しても、当事者が建物側での対策を依頼できない。

■電磁環境問題を建物側で解決するには、
電磁環境基準値
電磁環境の測定・評価方法
電磁環境の対策方法

の3点をセットで検討・提案する必要がある。

■電磁環境基準を提案し、
一般の生活空間を扱うエンドユーザー・各分野の業界から
建物側での電磁環境対策を依頼できるようにする。

→関連産業の発展
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???研究会

IST研究会

ITBS研究会

機器
による
対策

環境による対策

距離確保
での対策建物による対策

機器側基準 環境基準1 測定評価2対策提案3

3V/m
129dBμV/m
JIS C 61000‐4‐6
JEITA IT‐1004

class B

ｾｷｭﾘﾃｨ基準

？

部屋毎、フロア毎、建物全体
ｼｰﾙﾄﾞ性能30dB,60dB,90dB

性能測定
NDS C 0012(放射・伝導)
IEEE Std299(放射)
MIL STD220A(伝導)

環境基準
？

混信防止基準

S/N？
環境基準

S/N？
対策範囲・性能
・周波数の確認

イミュニティ基準

3V/m
129dBμV/m

提案

対策範囲・性能
の確認

課題

到来波
測定

講演

測定基準

S/N？

ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸなどの低出力通信 情報・ロボット技術による安心・安全な生活空間

測定評価IEC61000‐4‐25
(放射・伝導イミュニティ)

対策の目的

電子機器の
保護

情報セキュリ
ティの確保

通信の混信・
干渉防止

異
業
種
交
流

各取組の位置付と異業種交流の提案

４．建物による遮蔽と今後

～周波数選択型建物～
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建物による遮蔽

• 通常の電磁シールドルームでは、

全ての種類の電波が遮蔽される。

例：携帯電話や防災無線電波も通らない。

→ 適用目的が特殊用途に限定される。

• 通常の鉄筋コンクリート壁は、

通しやすい電波と通しにくい電波がある。

26

ワイヤーメッシュ入り鉄筋コンクリート壁の構成

壁厚：200mm、被り厚：45mm,35mm
鉄筋：直径10mm 外側が縦筋のダブル配筋(縦筋の芯々間115mm) 丸棒を仮定

ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ：直径3.2mm 鉄筋間中央に一層 丸棒を仮定

鉄筋ピッチをGd[mm]、ワイヤーメッシュのピッチをPd[mm]の変数
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27

2.0GHz

2.0GHz

Gd=
170mm

Pd=
56mm

28

2.5GHz

2.5GHz

Gd=
170mm

Pd=
56mm
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建物による遮蔽の今後について

• 今後は、建物を適切に設計することにより、

必要な電波のみを遮蔽または透過させる建物

（周波数選択型建物）

が実現し、新たな需要が高まると予想される。

アンケート調査への回答のお願い

• 配布中のアンケートにご回答願います。

• 終了後、事務局・関係者までご提出願います。
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ご清聴ありがとうございました。

電磁環境制御の目的 機器の保護 通信環境の保護 情報漏洩の防止

環境基準値
検討案

３V/m
129dBμV/m

情報通路の制御 外部からの情報関知阻止

参照規格
又は
課題

(ア)電子情報技術産業協会規格
JEITA IT‐1004（旧JEIDA‐63‐2000）
class B
(イ)医療機器EMC規格JIS T 0601‐
1‐2:2002（非生命維持装置）
（ウ）IEC61000‐4‐3 = JIS C 1000‐4‐3

通信キャリア
関連分野企業の協力

技術基準の確立

新情報セキュリティー技術研
究会

ガイドライン

関連分野 ロボット分野
電気電子機器分野
医療分野
電力分野
建築・材料分野

ロボット分野
電気電子機器分野
医療分野
無線通信分野
建築・材料分野

無線通信分野
建築・材料分野

構造物による対策案 低周波誘導電流防止（変動磁
界対策）
高周波伝導ノイズ防止

大電力施設での誘導対策
落雷時のサージ電流対策

電波の窓（通信波の透過
対策）

電子機器から漏洩情報の拡
散防止
構造物の鉄筋が媒体

→異分野交流の促進

方向性：
・情報技術やロボット技術を活用して、安心安全な質の高い生活を実現するための

電磁環境を検討し、その基準化を図って関連産業の発展を促す。
・電磁環境の測定・評価・対策技術及びそれらの基準化

環境基準の検討
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電磁環境基準とは？

建築物の室内空間を、特定の目的のために

あるレベルよりも低い、安心安全な電磁環境の
空間とするための基準・指標

（例：ロボット、医療機器、精密機器、情報機器を
妨害波から守るため・・・３V/m以下とする）

現状
何かしらの原因で問題が発生し、 一般の生活空間で電磁環境対策が必要に

なった場合、

機器メーカー
「機器の機能を確保できる環境を！」

建物側
「何ｄBのシールド性能が必要か？」
「どの区画・部屋まで対策が必要か？」

材料メーカー
「何ｄBのシールド材料が必要か？」

機器メーカー
「・・・・」
「とりあえず？ 80dB、一部屋」

対策区画の境界は、設定レベル以上
のシールド材料で隙間なく覆われる

建物側の対策は、
・電磁シールド性能の設定

低レベル：３０dB 中レベル：６０dB 高レベル：９０dB
・対策区画の設定

をしなければならない。

現在の挿入損失法

多額の請求

機器メーカー
「・・・・」
「次回は頼めない」
「自分たちで対策しよう！」
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挿入損失法
○MIL‐STD‐285（1997 年度廃止）、NSA 65‐6、 IEEE299、 NDS C0012
準拠の場合：d1=d3=12inch≒305mm

わ
ず
か
で
も
隙
間
が
あ
る
と
必
要
な

性
能
値
が
出
な
い
場
合
が
あ
る
。

対策区画の境界は、設定レベル以上のシールド材料で隙間なく覆わなければならない？
機器側は３V/mまで耐えられるようになっている。（イミュニティ規格 IEC61000‐4）

想定される疑問１

ユーザー： 機器（MRI）の機能確保を要求

機器メーカー： 機器の設置室に100dBの電磁波シールド性能を要求

建設・設備業者： 100dB等の電磁波シールド性能値が要求されるため、設計が可能

単一機器を決まった場所に設置して使う特殊空間の場合には、
電磁シールド性能・対策区画等の設計基準を容易に設定できる。

例： 医療施設のMRI 電磁障害に特に弱い機器の設置室

現在でも、一部で実際に電磁波シールド対策が行われているのでは？

多様な機器をあらゆる場所に設置して使う一般の生活空間では、
電磁シールド性能・対策区画等の設計基準を容易に設定できない。
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妨害波ノイズの発生原因は多種多様
建物側の対策は、

・電磁シールド対策
・伝導ノイズ対策
・空間配置設計による対策
・接地による対策
・・・

必要最小限の総合的な対策

電磁環境基準が設定されれば・・・
何かしらの原因で問題が発生し、 一般の生活空間で電磁環境対策が必要に

なった場合、

機器メーカー
「電磁環境基準以下の室内空間を！」

関連産業の発展

低コスト
対策

建物側
「空間性能を達成できる対策を検討！」
「あらゆる対策方法を総合的に検討！」

機器メーカー
「次回も頼める」

なぜ、電磁環境基準が必要なのか？
～新しい電磁環境基準の必要性～

電子機器を安心安全に使うには、
機器側の単体性能 と 建物単体（部位）性能

を橋渡しするための基準が不可欠！

→ 建築空間の電磁環境基準値の設定

機器側 ：機器の設置空間での電磁環境基準を要求
建物側 ：電磁環境基準を実現するための総合的な対策提案を検討
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想定される疑問２

大問題となる電磁環境問題は、生活空間で実際に発生している。

何かしらの電磁環境問題は実際に発生するのか？

原因
現状のEMC規格ではカバーしきれていない現実との乖離

現状のエミッション規格試験（CISPR22）と現実とのギャップ
試験方法：機器から３ｍ離れた場所での放射電磁界を１ユニットで測定
現実： 複数の機器が近接して多数配置されている場合がある。

現状のイミュニティ規格試験（CISPR24）と現実とのギャップ
試験方法：80MHｚ～1000MHｚで各周波数の放射は5秒以内。３V/m
現実： 長時間妨害波にさらされている場合がある。

３V/mを超える放射電磁界の環境が存在する。
80MHｚ以下（PCL通信など）、1000MHｚ以上（地デジ波など）の
電磁環境が将来増えていく

エミッション規格試験（CISPR22）

広い場所に分散されたシステムの部分を構成するユニットは、システムから独立して試
験してもよい。
モジュールを１つずつもつEUTの評価結果は、2つ以上のモジュールをもつ構成に適用

できる。理由は、複数の同一モジュールからの放射妨害波は、加算的ではないことが知
られているからである。

現状のエミッション規格試験（CISPR22）と現実とのギャップ
試験方法：機器から３ｍ離れた場所での放射電磁界を１ユニットで測定
現実： 複数の機器が近接して多数配置されている場合がある。
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イミュニティ規格試験（CISPR24）
(IEC61000‐4‐3、JEITA IT‐1004）

連続無線周波妨害
放射電磁界試験の周波数は８０ＭＨｚから１０００ＭＨｚが好ましい。 しかしながら、放射
電磁界試験は８０ＭＨｚより低い周波数から始めることができる。

掃引中の各周波数における滞留時間は、装置が動作して応答が可能となる時間より短
くならないこと。
しかしながら、各周波数において５秒を超えないこと。

現状のイミュニティ規格試験（CISPR24）と現実とのギャップ
試験方法：80MHｚ～1000MHｚで各周波数の放射は5秒以内。３V/m
現実： 長時間妨害波にさらされている場合がある。

３V/mを超える放射電磁界の環境が存在する。
80MHｚ以下（PCL通信など）、1000MHｚ以上（地デジ波など）の
電磁環境が将来増えていく

想定される疑問３

イミュニティ限度値を超える電磁環境が、総務省より公開されている。

イミュニティ限度値を超える電磁環境は実際に存在するのか？

健康への影響を調べる目的測定された送信塔周辺の電界強度
分布の公表資料

「通常の電波伝搬環境下における短波帯等の電磁界強度
測定等の業務の調査報告書 平成２２年２月 総務省」
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15V/m＝144dBμV/m 3V/m＝129dBμV/m必要シールド15dB

送信塔周辺の電界強度分布例

出典：通常の電波伝搬環境下における短波帯等の電磁界強度測定等の業務の調査報告書（抜粋） 平成２２年２月 総務省

３V/m

■電磁環境基準を設定するには
電磁環境基準値
電磁環境の測定・評価方法
電磁環境の対策方法

の3点をセットで検討・提案する必要がある。

■提案素案の参照元
○電磁環境基準

30MHｚ～５GHｚの放射電磁界環境 ３V/m以下
（IEC61000‐4‐3, JEITA IT‐1004 、etc.）

○電磁環境の測定・評価方法
機器を使用する室内空間の近傍で放射電磁界を測定する。

参照元： 1996年（平成8年） 国際建築研究情報会議CIB‐TG17での検討案
2006年～2009年 ITBS研究会 到来波測定方法

○電磁環境の対策方法
室内電磁環境の電磁波シールド対策

参照元：2002年 ITBS研究会 コンセプト
1999年 国際標準創成型研究開発

（高機能繊維補強筋構造物の電磁気特性評価）
（将来的な外部資金獲得による）電磁波シールド対策効果の実証実験
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1996年（平成8年）6月18日 国際建築研究情報会議
International Council for Building Research Studies and Documentation
CIB‐TG17 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：東京理科大学（当時）安岡正人 教授

フランス（グルノーブル） 日本11名、英国2名、仏3名

目的：
・建築電磁環境に関する国際規格設定のための準備と技術開発の促進
・欧州における建築電磁環境の現状と課題の調査
・TG17メンバーとの情報交換

国際建築研究情報会議 CIB‐TG17（1996） 測定方法の検討
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1994年4月～12月に作成
・先行WGのアンケート結果を反映

・最も一般的な機器や方法、事例
に基づいた

高機能繊維補強筋構造物の電磁気特性評価試験の提案

目的案１：電磁環境基準の必要性の検討
雷サージ等による３V/m以上の電磁界発生有無の確認
（疑似的な雷サージによる室内電界強度の測定）

目的案４：室内通信波の散乱程度の比較（中央から放射する電磁波の分布測定）

目的案５：「電波の窓」の透過特性（鉄筋壁・アラミド筋壁の挿入損失測定）

目的案２：測定評価法の検討試験（到来波による遮蔽特定・分布測定）

鉄筋造 アラミド筋造

シールド（有・無）

電
波
の
窓
（有
・無
）

電
波
の
窓
（有
・無
）

目的案３：電磁環境対策の検討 送信塔周辺のシールド対策検討
対策方法の検討試験（シールドの有無・電波の窓の有無の比較）

電磁波シールド対策実験案（将来の外部資金） 対策方法の検討
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当面の課題案

• 将来の普及が見込まれる生活支援ロボットの
運用空間に必要な電磁環境の検討

• 生活支援ロボットの電磁耐性基準、試験方法
の確認

• 生活支援ロボットを運用する空間に必要な電
磁環境基準の検討・提案

まとめ
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■目的： 電磁環境基準を提案すること

■電磁環境基準とは？

建築物の室内空間を、特定の目的のために
（例：ロボット、医療機器、精密機器、情報機器を妨害波から守るため・・・）
あるレベルよりも低い、安心安全な電磁環境の空間とするための指標・基準

■新しい電磁環境基準の必要性
なぜ、電磁環境基準が必要なのか？

（80MHz～１GHｚ放射電磁界の場合）
→ 実際に何かしらの電磁環境問題が発生し、対策を講じなければならない場合に、

現状では当事者が建物側での対策を依頼することができない状況になっている。

現状
機器側は３V/mまで耐えられるようになっている。（イミュニティ規格 IEC61000‐4）

何かしらの原因で問題が発生した場合、

建物側の対策は、
・電磁シールド性能の設定： 低レベル：３０dB 中レベル：６０dB 高レベル：９０dB
・対策区画の設定

をしなければならない。
対策区画の境界は、設定レベル以上のシールド材料で隙間なく覆われる

電子機器を安心安全に使うには、
機器側の単体性能 と 建物単体（部位）性能

を橋渡しするための基準が不可欠！

→ 建築空間の電磁環境基準値の設定

機器側：機器の設置空間での電磁環境基準を要求
建物側：電磁環境基準を実現するための対策提案を検討

■何かしらの電磁環境問題は実際に発生するのか？
→大問題となる電磁環境問題は、稀ではあるが実際に発生している。
原因
現状のEMC規格ではカバーしきれていない現実との乖離の確認

現状のエミッション規格試験（CISPR22）と現実とのギャップ
試験方法：機器から３ｍ離れた場所での放射電磁界を１ユニットで測定
現実： 複数の機器が近接して多数配置されている場合がある。

現状のイミュニティ規格試験（CISPR24）と現実とのギャップ
試験方法：80MHｚ～1000MHｚで各周波数の放射は5秒以内。３V/m
現実： 長時間妨害波にさらされている場合がある。

３V/mを超える放射電磁界の環境が存在する。
80MHｚ以下（PCL通信など）、1000MHｚ以上（地デジ波など）の
電磁環境が将来増えていく
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■電磁環境基準を設定するには
電磁環境基準値
電磁環境の測定・評価方法
電磁環境の対策方法

の3点をセットで検討・提案する必要がある。

■当面の課題案
将来の普及が見込まれる生活支援ロボットの運用空間に必要な電磁環境の検討

生活支援ロボットの電磁耐性基準、試験方法の確認
生活支援ロボットを運用する空間に必要な電磁環境基準の検討・提案

■提案素案
○電磁環境基準

30MHｚ～５GHｚの放射電磁界環境 ３V/m以下 （IEC61000‐4‐3,etc.）
○電磁環境の測定・評価方法

機器を使用する室内空間の近傍で放射電磁界を測定する。
参照元： ITBS研究会 到来波測定方法

1996年（平成8年） 国際建築研究情報会議CIB‐TG17での検討案
○電磁環境の対策方法

室内電磁環境の電磁波シールド対策
参照元：ITBS研究会 コンセプト

（将来的な外部資金獲得による）電磁波シールド対策効果の実証実験

付属資料の紹介

• ITBS研究会 コンセプト案（2002）

• 安心安全電磁環境研究会 活動計画（案）

• 安心安全電磁環境研究会 運営会則
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測定結果
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